
新しいまちづくり特集 新しいまちづくり

1.　はじめに

コロナ禍を契機としたデジタル技術の進展やポ
ストコロナの時代における「人間中心の社会」へ
の機運の高まりを背景に，「デジタル田園都市国
家構想」など，政府全体としてあらゆる分野でデ
ジタル技術を活用し，地域や社会の課題を解決す
るデジタル・トランスフォーメーションの推進が
求められている。

こうした中，都市政策の領域では，PLATEAU
（プラトー）をはじめとするまちづくりのデジタ
ル・トランスフォーメーション（以下，「まちづ
くり DX」という）に関する施策が展開されてい
るが，従来，これらの施策を中長期的な観点から
統合して推進するための計画は存在せず，各施策
間の連携や市場からみた政策展開の予見可能性に
課題があった。

こうした問題意識のもと，まちづくり DX の
中長期的な展開を議論し，アクションプランとし
てとりまとめつつ，地方公共団体やまちづくり団
体，民間企業，大学等の幅広いプレイヤーと連携
してまちづくり DX を強力に推進すべく，国土
交通省 都市局では，2022 年 4 月に「まちづくり
のデジタル・トランスフォーメーション実現会議」

（以下，「本会議」という）を設置した。

本稿では，2022 年 7 月 7 日にとりまとめ・公
表された「まちづくりのデジタル・トランスフォ
ーメーション実現ビジョン〔ver1.0〕」の概要を
紹介する。

2.　都市政策をとりまく潮流，
都市政策上の課題と対応

⑴　都市政策をとりまく潮流
戦後から高度経済成長期にかけての従来の都市

政策の課題は，都市部への急激な人口流入やモー
タリゼーションなど，拡大する都市への対応であ
った。そのため，インフラ整備やゾーニング等の
開発コントロールによるスプロール化対策が都市
政策のメインターゲットであった。

他方，2000 年代以降は，人口減少・高齢化の
進行に伴う都市機能の拡散，中心市街地の空洞化
等が目下の課題となった。こうした課題に対応す
るため，都市機能の一定エリアへの誘導と公共交
通ネットワークの形成の促進（コンパクト・プラ
ス・ネットワーク）等の都市構造のアプローチが
講じられてきた。

また，このような都市構造に対するマクロのア
プローチと並行して，都市空間における人々の活
動や生活に着目したミクロのアプローチも重視さ
れるようになった。このため，蓄積されてきた都
市基盤や住宅等のストックの有効活用，民間投資
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も活用した都市の効率的な運営，地域が主体とな
ったエリアマネジメント，まちなかの賑わい創出
を官民が連携して取り組むウォーカブルシティの
推進など，ソフト面に着目した市民の QoL 向上
も都市政策の重要な柱となった。

こうした中，2020 年のコロナ禍は，人々のラ
イフスタイルに大きな変化をもたらした。より豊
かに生活することや多様な暮らし方・働き方を実
現することが重視され，「Well-being（心豊かな
暮らし）」や「Sustainability（持続可能な環境・
社会・経済）」など，「人間中心の社会」への要請
が一層高まっている。

また，これを実現する有効な手法として，デジ
タル技術の重要性が再認識され，あらゆる政策領
域においてデジタル技術を活用した課題解決 / 新
たな価値創出が進められている（デジタル田園都
市国家構想 /Society 5.0/DX）。

都市政策においても，「人間中心の社会」を実
現するための新たな政策展開が求められている。
このため，都市空間における人々の活動や生活に
着目したアプローチをさらに進め，マクロとミク
ロ，ハードとソフトの両面からデジタル技術を活
用して市民の QoL を向上させる「サービス・ア
プローチ」等の観点から，都市部・地方部双方に
おいて都市構造の再編や都市活動の利便性向上等
を図る新たな取組「まちづくり DX」を推進する
必要がある。

⑵　都市政策上の課題と対応
前述のように，少子高齢化，生産性・国際競争

力の強化，都市と地方の格差，新型コロナウイル
ス危機，災害の激甚化，Well-being 志向の高ま
り等，都市をとりまく課題はますます複雑化・深
刻化している。これらの課題に対応し，都市の役
割を果たしていくためには，従来のまちづくりの
手法にデジタル技術を取り入れる（行政手続きの
オンライン化や紙媒体の PDF 化など）だけで
は，不十分である。

都市がさまざまな人々のライフスタイルや価値
観を包摂し，多様な選択肢を提供するとともに，

人々の多様性が相互に作用して新たな価値を生み
出すためのプラットフォームとしての役割を果た
していくためには，単にこれまでのプロセスの効
率化や利便性向上等を図るだけでなく，従来のま
ちづくりの仕組みそのものを変革し，新たな価値
創出や課題解決を実現する必要がある。

具体的には，インターネットや IoT，AI，デ
ジタルツイン技術等を活用して，まちづくりに関
する空間的・時間的・関係的制約を超えて，従来
の仕組みを変革していく観点がまちづくり DX
を推進していく上では重要である。

①　空間的制約の変革
物理的距離や空間的限界を所与とせず，都市部

と地方部やフィジカル空間とデジタル空間をシー
ムレスに活用する。
②　時間的制約の変革

事前確定的，長周期・定期的なまちづくりのみ
ならず，リアルタイム性やパーソナライズ指向を
持つまちづくりを目指す。
③　関係的制約の変革

硬直的，一方向的な官民の関係から，平面的，
双方向的な官民連携を実現する。

このように，今後のまちづくりの方向性である　
『豊かな生活，多様な暮らし方・働き方を支える
「人間中心のまちづくり」』を実現するためには，
都市における生活の質や活動の利便性を向上させ
る「デジタル化」からさらに踏み込み，「既存の
仕組みの変革」を伴うデジタル・トランスフォー
メーションが必要である。

3.　まちづくりDXで目指すべき
都市政策の方向性

以上のとおり，人口減少・少子高齢化の進行に
よる地域の活力の低下や，「働き方」や「暮らし方」
に対する意識や価値観の変化・多様化といった今
日の課題に対し，まちづくり DX は『豊かな生
活，多様な暮らし方・働き方を支える「人間中心
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のまちづくり」』の実現を目指していく。
本会議では，この「まちづくり DX の目的」

を，これまでの都市政策を包含するまちづくりの
具体的な共通目的として定義するため，3 つの

「まちづくり DX のビジョン」を策定するととも
に，これを実現するための具体的な政策として，
4 つの「重点取組テーマ」を設定し，さらに「重
点取組テーマ」を含めて都市政策の関係者がのっ
とるべき基本原則として，5 つの「まちづくり
DX 原則」を提示した。以下，それらの基本的な
考え方について説明する。

⑴　まちづくり DXのビジョン
「人間中心のまちづくりの実現」というまちづ

くり DX のグランドビジョンをブレイクダウン
し，以下のとおり，3 つのビジョンを策定した。

①　持続可能な都市経営 /Sustainability
「働く」，「暮らす」，「学ぶ」，「遊ぶ」といった

ライフスタイルそのものを提供する場である都市
を長期的に持続可能とすることで，「人間中心の
まちづくり」の基盤を維持・発展させていく。
②　一人ひとりに寄り添うまち /Well-being

多様なライフスタイルを包摂し，各地域固有の
魅力や価値を発掘・最大化していくといった，都
市が提供する「生活の豊かさ」を発展させていく。
③　機動的で柔軟な都市設計 /Agile-governance

さまざまな人々のインタラクションから生まれ
るイノベーションやリビングラボによる課題解決
といった，都市が提供する「プラットフォームと
しての価値」を発展させていく。

⑵　重点取組テーマ
従来の都市政策は，フィジカル空間における基

盤整備による都市構造再編と，既存ストック活用
やエリアマネジメント推進等による都市活動の質
の向上を主な領域として展開してきた。

まちづくり DX では，デジタル技術を活用し
て「新たな価値創出 / 課題解決」を図る観点から，
1）デジタル技術を活用した都市サービスの提供

と，2）まちづくりに関するデジタル・インフラ
の整備・オープンデータ化を都市政策の新たな領
域として定義した。

従来の領域と新たな領域を組み合わせることで
新しい価値の創出や課題解決を可能とする代表的
な分野として，①都市空間 DX，②エリマネ DX， 
③オープンデータ化，④ Project PLATEAU を

「重点取組テーマ」として設定した。

①　都市空間 DX
データに基づく予測，解析，検証や都市サービ

スへの対応等により，都市空間の最適な再構築を
実現。
②　エリマネ DX

デジタル技術の活用による，地域単位でのきめ
細かい住民ニーズの把握と高度な都市サービスの
提供を実現。
③　オープンデータ化

まちづくりに関する官民の多様なデータのオー
プンデータ化を進め，市場創出 / オープン・イノ
ベーションを実現。
④　Project PLATEAU

まちづくり DX のデジタル・インフラとしての
役割を果たしていくため，3D 都市モデルの整備・
活用・オープンデータ化のエコシステムを構築。

こうした 4 つの重点取組テーマに基づき，まち
づくり DX の各施策について，地方公共団体や
関係省庁等と連携して強力に推進していく。本稿
では，各重点取組テーマに基づく施策について，
いくつか紹介することとする。

Ａ　自動運転等の次世代型都市交通サービスに対
応したインフラ再構築の推進【都市空間 DX】
自動運転等の次世代都市交通サービスの早期社

会実装に向け，都市施設の構造，設備，安全性等
に関する具体的課題の抽出を行い，自動運転技術
に対応した都市インフラの再構築等を推進するこ
とにより，デジタル技術とフィジカル空間の融合

（効率的な接続）を図り，都市交通サービスの変
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革を実現する（図－ 1）。
Ｂ　まちづくり団体のデジタル・ケイパビリティ

強化のためのガバナンス構築【エリマネ DX】
エリアマネジメントにおいて，地域で集めたデ

ータを活用して，多様な住民ニーズを的確に捉え
たきめ細やかな都市サービスを実現するため，ま
ちづくり団体における公共および民間データの収
集等を可能とするガバナンスの仕組みの構築や，
データの地域循環等を担う人材の創出・強化等の
デジタル・ケイパビリティ強化を進め，エリアマ
ネジメントの活動領域を変革する。
Ｃ　都市計画基礎調査等の都市計画情報の高度化・

オープンデータ化の推進【オープンデータ化】
都市計画に関する空間データである都市計画情

報（都市計画基本図，都市計画決定情報，土地や
建物の属性情報を含む都市計画基礎調査）につい
ても，都市計画決定のための基礎データとしての
利用といった従来の活用を超えて，防災や環境な
どさまざまな分野における都市のマネジメントの
ための活用が広がりつつある。この動きをさらに
加速するため，都市計画情報の高度化・オープン
データ化を進め，各種データとの連携によるイノ
ベーション創出を図る。

重点取組テーマに基づくまちづくり DX の各
施策については，2030 年をめどに，年度ごとに
取り組むべき内容を整理したロードマップを策定
している。本稿では，各施策について概括的な紹
介にとどまったが，詳細は本会議のホームページ
を確認いただきたい。

⑶　まちづくり DX原則
我が国におけるデータ戦略の理念，その理念に

基づき目指すべき社会のビジョンおよびそのビジ
ョンを実現する基本的行動指針を定める「包括的
データ戦略」（2021 年 6 月）では，データに関わ
る全てのプレイヤーが共有すべきデータアーキテ
クチャとして，「包括的データ戦略のアーキテク
チャ」を定めている（図－ 2）。このアーキテク
チャを参考に，都市政策の関係者がのっとるべき
基本原則として，5 つの「まちづくり DX 原則」
を検討した。

①　サービス・アプローチ
都市空間における人々の活動や生活に着目した

まちづくりのアプローチを拡大し，マクロとミク
ロ，ハードとソフトの両面からデジタル技術を活
用して，市民の QoL を向上させる。
②　データ駆動型

まちづくりの各フェーズにデータを積極的に取
り入れ，科学的な政策立案を行う。都市政策の
KPI（重要業績評価指標）は，物的環境評価のみ

図－ 2　まちづくり DXのアーキテクチャ

図－ 1　自動運転導入を見据えた街路空間
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ならず，データに基づく QoL 評価（ユーザ利便
性，事業価値向上）に基づき行う。
③　地域主導

まちづくり DX は地方公共団体，まちづくり
団体，市民等が共にイニシアティブを持ち，地域
の特性や利用可能な資源を踏まえつつ「出来ると
ころから」はじめる。
④　官民連携

サービスの提供は民間企業の UI/UX や IT サ
ービス活用を基本とする（G to B to C）。基盤と
なるオープンデータは，産・官・学・市民がそれ
ぞれの貢献・連携によって提供し，発展させる。
⑤　Open by Default

まちづくりに関するデータはコモンズ（共有財）
であるとの認識のもと，データモデルを標準化し
た上で，オープンデータ化原則（ 1）営利，非営
利目的を問わず二次利用可能，2）機械判読に適応，
3）無償で利用可能）に基づき，Open by Default 

（常に利用可能な状態）とする。

4.　おわりに

本会議では，全 4 回にわたる議論を通じ，まち
づくり DX 実現に向けたビジョンを検討し，「豊
かな生活，多様な暮らし方・働き方を支える「人
間中心のまちづくり」」の実現に向け，3 つのビ
ジョン，4 つの重点取組テーマ，5 つのまちづく
り DX 原則等を策定した。

これらを踏まえ，国土交通省としては，関係省
庁や地方公共団体，まちづくり団体，民間企業，
大学等と連携して，具体的な方策について強力に
推進していきたい。

【参考】
まちづくりのデジタル・トランスフォーメーション実現
会議，https://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/toshi_daisei_fr_ 
000050.html
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